
定 例 会 議 高 知 署 に お け る 少 年 い 集 対 策 に つ い て 令和８年７月22日 

資 料 ～こうち街・公園「見守り」絆プロジェクト～ 高 知 警 察 署

１　少年い集の現状                            高知署の少年に関する出動件数 

　　高知市の中心街（帯屋町周辺）や弥右衛

　門公園をはじめ市内の主要な公園では、少

　年い集（たむろ行為）、火遊び、器物損壊と

　いった治安環境の悪化が課題となっている。

　　これに伴い、少年に関する通報による出

　動件数が急増し、警察署協議会でも対策を

 　執る必要性の声がある。

 　　

２　主要な取組 

 (1) 公園の環境改善（禁止看板の設置） 

 (2) 地域の目による見守り（合同補導やパトロール、「ながら見守り」の推進） 

 (3) 防犯インフラの強化（見守り防犯カメラの設置）                        　 

 (4) 街と公園の美化活動（クリーンアップ作戦） 

 (5) 子ども達の居場所作り（立ち直り支援） 

 (6) 対策班による少年補導、事件検挙活動（街頭活動の推進） 

 

３　期待される効果 

  (1) 少年い集等のたむろ解消、関連トラブルの防止

  (2) 高知市中心街における体感治安の向上、地域イメージアップ

  (3) 住民による安全安心な街づくり機運の醸成

 (4) 福祉・専門機関と連携した少年の立ち直り支援の強化　　 

 

４　プロジェクト発足式の実施 

  (1)  日時

 　　　令和８年７月24日(金)午後４時30分から

  (2)  場所

 　　　高知市帯屋町２丁目１番　帯屋町公園

  (3)  出席者

 　　ア　高知警察署　署長ほか

 　　イ　高知市　高知市長ほか

 　　ウ　高知市中心街再開発協議会

 　　エ　高知中央地区地域安全協会

  (4)　実施概要

　　　禁止看板のお披露目、チラシ配布、防犯パトロール、環境美化活動等を実施
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禁止看板イメージ 



定 例 会 議 「高知県警察犯罪被害者等支援基本計画」の策 令和８年７月22日 

資 料 定について 県民支援相談課

１　策定の目的 

　　令和８年３月17日に閣議決定された「第５次犯罪被害者等基本計画」に基づき、

「警察庁犯罪被害者等支援基本計画」が策定されたことから、これを踏まえた「高

知県警察犯罪被害者等支援基本計画」を新たに策定し､実効ある施策を一層推進す

 るもの。

 

２　計画期間 

 　　令和８年度から令和12年度末までの５か年

 

３　計画の概要 

 　　次の５つを重点課題として、65の「具体的な施策」を推進する。

  (1)　損害回復・経済的支援への取組【12項目】

  (2)　精神的・身体的被害の回復・防止への取組【12項目】

  (3)　刑事手続等への関与拡充への取組【８項目】

  (4)　支援等のための体制整備への取組【23項目】

  (5)　県民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組【10項目】

 

４　具体的な施策（重点推進項目） 

 (1)　地方公共団体における犯罪被害者等に特化した制度の導入促進・充実等に向け

 た取組（重点課題１-⑧）

 (2)　地方公共団体における総合的かつ計画的な犯罪被害者等支援の促進（重点課題

 ４-①）

 (3)　「被害者手帳」の作成・交付及び支援経過の「カルテ化」の実施（重点課題４

 -⑪）

  (4)　広報啓発手法や媒体の多様化（重点課題５-⑤）

 

５　今後の予定 

　　地方公共団体その他の関係機関、民間の団体等と緊密に連携・協力し、取組の一

層の充実・強化に努めるとともに、必要に応じて計画の見直しを行いながら、犯罪

 被害者等のニーズに沿った途切れのない支援を推進する。
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高知県警察犯罪被害者等支援基本計画の概要

見直しの概要 犯罪被害者等支援
シンボルマーク
「ギュっとちゃん」○ 計画期間

第５次犯罪被害者等基本計画のとおり（令和８年度から令和12年度末まで）
○ 具体的な施策の掲載順序の整理

具体的施策の柱立て及び掲載順序を第５次犯罪被害者等基本計画及び警察庁犯罪被害者等支援基本計画に則った構成に更新
→第５次犯罪被害者等基本計画等との関係性の確認を容易にすることで、施策に対する理解を深め、関係機関とのスムーズな連携につなげる。

策定の目的

第５次犯罪被害者等基本計画(令和８年３月17日閣議決定）、警察庁犯罪被害者等支援基本計画（令和８年３月31日）の策定を
受け、県警察における犯罪被害者等施策を計画的に推進するため、計画期間において講ずるべき具体的な取組内容等を示すこ
とを目的とする。

具体的な施策（赤字は重点推進項目）

【１ 損害回復・経済的支援等への取組】・・・12項目
⑤ 犯罪被害給付制度の改善等

⑧ 地方公共団体における犯罪被害者等に特化した制度の導入促進・充実等
に向けた取組
⑨ 犯罪被害者等も利用可能な社会保障等の制度の活用促進（新規）
⑩ 事業主に対する理解促進（新規）

【２ 精神的・身体的被害の回復・防止への取組】・・・12項目
① 犯罪被害者等に対するカウンセリングの充実
③ 犯罪被害者等と接する職員等に対するトラウマインフォームドケア教育等の促進
（新規）

④ 研修の充実等
⑫ 犯罪被害者等支援に携わる者に対する心理的影響への配慮

【３ 刑事手続等への関与拡充への取組】・・・８項目
③ 医療機関等における性犯罪被害者からの証拠資料の採取等の促進
④ 適正かつ緻密な交通事故事件捜査の一層の推進等
⑤ 司法解剖等における遺族の心情への配慮等

【４ 支援等のための体制整備への取組】・・・23項目
① 地方公共団体における総合的かつ計画的な犯罪被害者等支援の促進
⑤ 指定被害者支援要員制度の活用
⑨ 被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に対する理解の促進
⑩ 犯罪被害者等施策に関するポータルサイト等の充実（新規）
⑪ 「被害者手帳」の作成・交付及び支援経過の「カルテ化」の実施（新規）
⑫ 関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び情報提供の充実
⑮ 犯罪被害者等早期援助団体等との連携・協力等
⑳ 犯罪被害者等施策に携わる地方公共団体職員等の育成、意識の向上及び連携
強化（新規）

【５ 県民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組】・・・10項目
① 「命の大切さを学ぶ教室」の開催等
② 各種強化期間を中心とした多角的な広報啓発の実施（犯罪被害者月間等）
③ 県民の参加を促す広報啓発活動
⑤ 広報啓発手法や媒体の多様化（新規）
⑥ 犯罪被害者等に関する情報の保護
⑨ 交通事故被害者等の声を反映した県民の理解の増進

警察庁犯罪被害者等支援基本計画において「警察庁・都道府県警察において実施する施策」に分類されているものの中から、特に都道府県警察
において実施すべき内容を整理し、65の「具体的な施策」を推進する。



定 例 会 議 
公 印 管 理 根 拠 の 見 直 し に つ い て

 令和８年７月22日 

資 料 会 計 課

１　現行の公印管理根拠 
 (1)　高知県公安委員会公印規則（昭和33年公安委員会規則第11号。以下「公印規則」

という。） 
 (2)　高知県警察公印規程（昭和54年４月本部訓令第４号。以下「公印規程」という。） 
 
２　現行の公印管理根拠の問題点 
 (1)　管守責任者又は保管責任者の双方が公印を使用し、又は保管が可能となってい

たことにより、公印管理に係る責任の所在が不明確となっていたこと。 
 (2)　管守責任者が指定する保管責任者が広範囲（本部：補佐以上、署：課長以上）

にわたっていたため、公印管理の重要性等が希薄化していたこと。 
 (3)　公印規則及び公印規程に公印の保管方法が明記されていなかったことにより、

一部で不適切な保管管理が行われていたこと。 
 
３　公印の保管方法の見直し等 
 (1)  管理体制の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 ※保管責任者不在時に一時保管権限あり
  (2)　保管方法の明文化

　執務時間内外を問わず、常に堅牢な印箱に収めるとともに、執務時間外にあっ
ては、施錠設備のある箇所に保管することを明文化した。 

 
４　公印管理根拠の改正に向けた今後のスケジュール 
　今後、発出済みの通達に基づいた運用を継続しながら下表のスケジュールで運用
状況の検証等を実施し、問題点や課題の洗い出しを実施する。その上で、正式に公
印規則及び公印規程の改正を行う予定である。 

 
 
 
 
 
 
 

区分 対象者 権限

管守責任者 部長、所属長、出納員 使用・保管

保管責任者 課長補佐、署課長、庁舎長 使用・保管

現
行

通達に基づく運用
保管方法見直し・点検結果報告
不用公印整理（廃止）
結果報告とりまとめ
公印台帳・備品管理番号連動作業
運用状況検証
公印規則・公印規程改正作業

項目 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月

検証
改正作業

３月
運用

見直し等
廃止
とりまとめ

連動作業

区分 対象者 権限

保管責任者 部長、所属長、出納員、庁舎長 使用・保管

使用責任者 警視及び同相当職の一般職員、次長 使用のみ※

見
直
し
後
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定 例 会 議                                      令和８年７月22日 

資 料
小型無人機等飛行禁止法の一部改正について

警 備 第 二 課

１　背景 

  ○　小型無人機は、法律の制定当時（平成28年）と比較して、飛行速度や最大積載

　　重量等の性能が飛躍的に向上するとともに、社会に広く普及したこと。 

　○　小型無人機を悪用した重大事案の発生が懸念される中、国の重要施設等に対す

　　る危険の未然防止に万全を期する必要があること。 

　　 　 

２　主な改正点 

  (1)　飛行禁止エリアの拡大

　　　小型無人機等の飛行を禁止すべき対象施設周辺地域の指定範囲（以下「イエロ

　　ーゾーン」という。）がおおむね300メートルからおおむね1,000メートルの地域

 　　まで拡大

  (2)　対象施設の追加

　　①　天皇又は内閣総理大臣の所在する施設を、警察庁長官が安全を確保するため

 　　　に必要な期間を定めて「対象特別要人所在施設」として指定

　　②　外国要人が参加する国際会議の準備又は運営のために使用される会議場施設

　　　等を、外務大臣が国際会議の準備又は運営のために必要な期間を定めて「対象

 　　　外国公館等」として指定

  (3)　罰則の創設

　　　イエローゾーンの上空で小型無人機等の飛行を行った者に対する直罰規定を創

 　　設（法定刑：６月以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金）

 

３　施行期日 

 　　令和８年７月14日

 

４　今後の取組 

 (1)　県警ホームページ、ミニ広報紙等による周知 

 (2)　自治体の広報誌や訪問等による周辺地域住民、土地所有者等への周知 

 (3)　小型無人機等飛行禁止法の一部改正に関する教養資料の作成 
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